問題提起「ダブルリミテット/一時的セミリンガル現象を考える」

中島和子（名古屋外国語大学）

1．テーマについて

　今日のテーマ「ダブルリミテット/一時的セミリンガル現象を考える」は、科学研究費補助金対象のプロジェクトとして取り組んできた課題である。が、今分かっていることは、私にはとても手に負えないテーマだということだ。政治、社会、経済、文化、教育、障害学、メンタルヘルス、その他と、言語発達・言語習得・言語教育の問題が複雑に絡み合い、考えれば考えるほど手も足も出なくなるというのが正直なところである。にもかかわらず、今回このテーマを敢えて取り上げたのは、この問題が極めて重要かつ、深刻な問題だと確信するからである。

　「ダブルリミテット」（または「リミテッド」）なり「セミリンガル」というのは、一つ以上の言語に触れて育つ言語形成期の年少者がどの言語も年齢相応のレベルに達していない状況を意味する。用語に関する論争が過去にあったことを承知の上で、これら二つを並べて用いるのは、用語はどちらでもかまわない、その実態を見つめるべきだという思いからである。さらに「一時的」と加えてあるのは、ノーマルな健常児（障害児ではない！）が一時的に陥る状態であるということを強調し、その状態が多様な形で具現され、要因の解明が十分出来ていないため、実体が掴みにくいことから「現象」と呼んでいる。

2.「セミリンガル」という用語に関する論争

　「セミリンガル」という用語については、講義１で立命館大学の湯川笑子先生がお話しくださる。私自身が初めてこの用語に接したのは、トロント大学大学院のジム・カミンズ教授の授業であった。「しきい仮説」「２言語の発達上の相互依存仮説」をつぎつぎに発表したころで、発表の前には必ず院生にぶつけ、活発な議論をさせていた。カミンズが初めて「セミリンガル」を使ったのは1976年である。当時カナダでは、家庭と学校との言語スイッチ（家庭ではＬ１、学校ではＬ２を使用すること）が、カナダのイマージョン教育のように２言語の読解力などを高度に発達させる一方で、マイノリティー言語を母語とする児童生徒の場合は、読み書きの力が伸び悩み、学習困難、学校中退に陥るケースが頻出するという状況であった。「しきい仮説」（表参照）は、これら相反する２言語使用の結果を一つの枠組にまとめ、環境の犠牲にならないために２言語を高度に育てることがいかに大事かを強調したものである。「しきい仮説」は、２言語が上のしきいを越えれば「加算的バイリンガル」（母語に加えて社会的に有用な言語が加わる）になるのに対して、下のしきいが越えられない場合は、「減算的バイリンガル」（親子の関係にとって大事なL1を失い、Ｌ２のモノリンガルになる）になりがちだということを示しており、両言語、特に読み書きの力が下のしきいを越せなかったケースの総称として使われたのが、「セミリンガル」である。

　ところが、この用語の使用が激しい批判の的になった。環境の犠牲者であるにもかかわらずまるで子どもが生得的な欠陥を持っているかのような印象を与える、不適切な用語と決めつけられたのである（例：Edelsky,et al.,1983）。カミンズは「論争のために費やされるエネルギーは、教育改革に向けて協力のために使われるべきである」（Cummins,1984:128-9）とし、誤解を避けるため「セミリンガル」の使用をやめ、ダブル・リミテッド（double-limited）（後に「リミテッド」）に改訂したのである。

表　「しきい仮説」
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　　　（Cummins,1978:403をもとに作成）

3. 「セミリンガル児乱造時代」を迎えて

　一時的にでも言語の発達状況に躓きが見られる日本人の子どもの事例は、1970年代ころから海外子女教育でも取り上げられるようになった（例：カミングハム1988;岡田1993;中島1998/2002;早津2004）。特に印象に残っているカナダの問題は、英仏イマージョンプログラムに在籍する障害を持つ子どもが、継続してプログラムに残るべきか、英語だけの一言語環境に移るべきかという論争である。研究結果によると、一言語環境に戻すよりも、二言語環境で継続して教育を受けさせる方がプラス面が多いということである（Bruck,1982）。そのほか、自然言語である「手話」を否定され、人為的な言語を押しつけられるために書記言語の習得が困難になったろう児の問題、母語を奪われた原住民の子どもの低学力の問題など、カナダ在住の間に私が遭遇した事例は多岐にわたる。

　最近、日本で「一時的セミリンガル現象」が身近な問題になりつつある。日本語の獲得過程にある幼児への行き過ぎた英語教育、外国人児童生徒に対する一方的な日本語教育などのために言語の発達で躓く子どもが増えており、まさに「セミリンガル児乱造時代」とも言えそうである。日本生まれの外国人児童生徒の増加につれ、子どもを取り巻く周囲の大人や教育者がこの問題に対して正しい認識を持って対応することが急務であろう。 

4．どんな現象か？　どう対応すべきか？

「一時的セミリンガル現象」とは何か、私自身が見聞きした現象をいくつか挙げるとつぎのようである。

1 どちらのことばを使っても、両方を混ぜても、自分の言いたいことが言い表せない。

2 ぶつぶつ何か言ってはいるが、だれにも意味が通じない。

3 どちらの言語でも同じような発音、活用、書記、その他の問題が見られる。

4 人との関係がうまく築けず（社会面）、情緒不安定、突飛な行動が見られる（授業中急にふら　　ふら歩き回る、白昼夢でも見ているかのように授業中一人の世界に閉じこもる、普段おとなしい子が急に暴れたり、叫んだり、暴力を振るったりする、など）

5 会話はできるが、教科学習になると（例えば、算数の文章題）、どちらの言語でも学習困難

　こういう児童生徒を教師はどう受け止め、授業の中でどう対処すればいいのだろうか。今のところ役立つガイドラインもなければ、参考書もなく、もちろん解決に向けての教育行政上のシステムも構築されていない。相談できる専門家もいない。教師一人一人が、それぞれの立場で子どもの生育歴や学校教育歴、家庭環境、置かれている社会経済的状況、外国→日本という越境から起こる問題、家庭言語の置かれている社会的地位、２言語同時発達の是非、などあれこれと思いを巡らせて、個人的経験をもとに試行錯誤で対処しているというのが実情であろう。

　現場の教師を苦しめる問題の一つは、言語の発達障害や学習障害などとの接点の問題である。現象面で共通する部分が多く、もし子どもが生得的な何らかの障害があれば、それなりの処置が必要であるという思いを教師たちは共有している。今日特に取り上げるのは、まさにこの問題で、そのために専門家の先生をお二人お招きした。上智大学の飯高先生には、講義２で、子どものことばの発達の流れ、障害のタイプと種類、言語に頼らない、文化的に適切なテストの可能性についてお話をいただく。次いで、国際医療福祉大学の田中裕美子先生には、ご専門の立場から事例発表についてコメントとアドバイスをいただきたい。

　障害との接点の問題の他に、①どう（長期的に）観察、モニターするか、②言語の力をどう診断・査定するか、③授業で教師はどう指導したらいいか（教授スタイルとの関係）、④要因をどう探ったらいいか、⑤専門家のアシストができる母語の力を持ったパラプロフェッショナルをどう育てるかなど、問題はいろいろあるが、それらはまた時と場所を改めて扱いたいと思う。
5．教育現場の事例４つ

   現場の先生方にご協力いただき、４つの教育現場の現状報告を出していただいた。事例１と事例２は、マイノリティー言語であるポルトガル語を母語とする、愛知県豊田市と豊橋市の幼児から小学校1，2年にかけての外国人児童生徒の問題である。モノリンガルの子どもでさえ学校に入って一年生になるときには、言語面で大きなジャンプがあり、幼児期の言語環境と学校の成績とには密接な関係があると言われる（例えば、Wells,G.,1982: １５か月から７歳までの子ども127名にマイクロフォーンを着用させて家庭と学校での言語使用パターンを調べた研究）。十分な日本語力も母語の力を持たずに新入生になる外国人児童生徒に対して現場で教師はどう対処すればよいのだろうか。事例３は英語と日本語を学習言語とするインターナショナルスクール小学生3，4年の読み書きの問題である。事例４は、海外から５年生で帰国した日本人児童を、中学3年まで多教科にわたってモニターした事例で、5年間の小中高の先生方の連繋と暖かい支援で、ついに「一時的セミリンガル現象」から抜け出すところまでを跡付けた貴重なレポートである。

6．年少者日本語教育の中でどう位置づけるか

　日本語教育の教師間で本課題が取り上げられたのは、私の知る限りでは、2002年夏ニューヨークの継承日本語大会であった。次いで2003年夏、国立国語研究所日本語教師短期研修プログラムでこの問題が取り上げられた。いずれもニューヨーク在住のスクールサイコロジストで日本人の子どもの症例の多いバーンズ亀山静子先生が講師を務められた。そのときの講義メモ「両方の言葉が弱い子どもに対する対処の仕方」を興して添付資料①－A、①－Bとして本稿に挿入したので、ぜひ参考にしていただきたい。

　最後のパネルディスカッションでは、年少者の日本語教育において、この課題をどう捉え、日本語教育の分野で何ができるのか、何をするべきなのかについて日本語教育専門家の意見を聞く。２言語の育成を目指す教授形態、教授法の開発に加えて、２言語の力を測る評価ツールの開発、障害との間をつなぐパラプロフェッショナルの育成など、日本語教育としてやるべき課題が山積しているだけに、年少者日本語教育の中でしっかり位置付けることが重要であろう。 
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